
五條市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、五條市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例（令和６年

３月五條市条例第１９号。以下「条例」という｡)第２２条の規定に基づき、条例の施行に

関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例において使用する用語の例による。 

 （地域住民等の範囲） 

第３条 条例第２条第６号の規則で定めるものは、次に掲げるものとする。 

(1) 事業区域が活動範囲に含まれる地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条

の２に規定する地縁による団体その他これに類する団体 

(2) 事業の実施により影響を受けることが懸念される農林業その他の産業を営む者で

組織する団体 

(3) 前２号に掲げるもののほか、事業の実施により影響を受けることが懸念されると市

長が認めるもの 

（適用除外の事業） 

第４条 条例第７条の規則で定める事業は、次に掲げるものとする。 

(1) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築物に太陽光

発電設備を設置する事業 

(2) 工場立地法（昭和３４年法律第２４号）第４条第１項第 1号に規定する環境施設と

して太陽光発電設備を設置する事業 

（抑制区域） 

第５条 条例第９条第３項の規則で定める抑制区域は、次に掲げるものとする。 

(1) 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律１９１号）第１０条第１項の宅地

造成等工事規制区域（ただし、宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和３７年政令

第１６号）第３条に規定する土地の形質の変更を伴う場合に限る。） 

(2) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第１号に規定する第一種低

層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層

住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、近隣商業地域、商業地域及び準工業

地域 

(3) 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第６条第１項の河川区域及び同法第５４条第

１項の河川保全区域 

(4) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法

律第５７号）第７条第１項に規定する土砂災害警戒区域 

(5) 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２条第３号に規定する国定公園の区域 



(6) 奈良県自然環境保全条例（昭和４９年３月奈良県条例第３２号）第２７条第１項に

規定する景観保全地区の区域 

(7) 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第１０９条第１項に規定する史跡名勝

天然記念物が所在する区域及びその近接する土地並びに同法第９３条第１項に規定す

る周知の埋蔵文化財包蔵地 

(8) 奈良県文化財保護条例（昭和５２年３月奈良県条例第２６号）第３８条第１項に規

定する県指定史跡名勝天然記念物が所在する区域及びその近接する土地 

(9) 五條市文化財保護条例（昭和６１年４月五條市条例第１１号）第５条第１項に規定

する市指定文化財のうち記念物が所在する区域及びその近接する土地 

(10) 文化財保護法第１４３条第１項及び五條市伝統的建造物群保存地区保存条例（平

成２１年１月五條市条例第１号）第１条に規定する伝統的建造物群保存地区及びその

近接する土地 

(11) 農用地区域（農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４条第６項第１号イに規定す

るものをいう｡)、甲種農地（同法第４条第６項第１号ロに掲げる農地のうち市街化調整

区域内にある農地法施行令（昭和２７年政令第４４５号）第６条に規定する農地をい

う｡)の区域及び第１種農地（同法第４条第６項第１号ロに掲げる農地のうち甲種農地

以外のものをいう｡)の区域（再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置

法施行規則（平成２４年経済産業省令第４６号）第５条第１項第９号の２に規定する特

定営農型太陽光発電設備を設置する場合を除く｡) 

(12) 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）

第２８条第１項の鳥獣保護区の区域 

（事前協議） 

第６条 条例第１０条第１項の規定による事前協議は、次に掲げる書類を市長に提出するこ

とにより行うものとする。 

(1) 事前協議申請書（様式第１号） 

(2) 事業者を証明する書類 

(3) 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律第１０

８号）第９条第４項の規定により認定を受けた場合は、その事業計画等の写し 

(4) 位置図 

(5) 事業区域及びその隣接地の公図又は地籍図 

(6) 事業区域の土地の登記事項証明書 

(7) 事業区域調書（権利者一覧表）（様式第２号） 

(8) 現況図（平面図及び縦横断図） 

(9) 現況写真（事業区域内及びその周辺の状況が分かるもの） 

(10) 土地利用計画図（平面図及び縦横断図） 

(11) 工作物設計図（平面図、立面図、断面図及び構造図） 



(12) 造成計画図（平面図及び縦横断図） 

(13) 排水計画図（平面図） 

(14) 資力があることを証する書類（残高証明書、預貯金通帳の写し、融資証明書等） 

(15) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の事前協議が整ったときは、事業者に対し事前協議済書（様式第３号）を

交付するものとする。 

（標識の設置） 

第７条 条例第１１条に規定する標識の設置は、標識（様式第４号）により行うものとする。 

（説明会の実施） 

第８条 条例第１２条の規定による説明会は、次に掲げる方法により実施するものとする。 

(1) 公民館、集会所その他の地域住民等が参加しやすい場所で開催すること。 

(2) 多数の参加が見込まれる日時に開催すること。 

(3) 必ず１回以上開催し、地域住民等から開催の要望があった場合は、これに応じるこ

と。 

(4) 説明会の開催に要する費用は、全て事業者が負担すること。 

(5) 事業の計画又はその概要を記載した印刷物の配布その他適切な方法により地域住

民等に丁寧に説明を行うこと。 

(6) 説明会に出席できなかった地域住民等から求めがあった場合は、個別に説明を行う

こと。 

（届出） 

第９条 条例第１３条第１項の規定による届出は、次に掲げる書類を市長に提出すること

により行うものとする。 

(1) 事業届出書（様式第５号） 

(2) 説明会実施状況報告書（様式第６号） 

(3) 同意書（様式第７号）（条例第１２条第３項の同意に係るもの） 

(4) 誓約書（様式第８号） 

(5) 第６条第１項各号の書類の内容に変更があった場合は、変更後の当該書類 

(6) その他市長が必要と認める書類 

２ 条例第１３条第２項の規定による変更の届出は、事業変更届出書（様式第９号）を市長

に提出することにより行うものとする。 

３ 条例第１３条第３項の規定による地位の承継の届出は、事業承継届出書（様式第１０号）

を市長に提出することにより行うものとする。 

（事業終了後の措置） 

第１０条 条例第１４条第１項の規定による届出は、事業終了届出書（様式第１１号）を市

長に提出することにより行うものとする。 

２ 市長は、事業者に対し、条例第１４条第２項及び第３項に規定する太陽光発電設備の撤



去及び廃棄物の処理に充てる費用の積立て等の状況を確認するために必要な書類の提出

を求めることができる。 

（立入検査） 

第１１条 条例第１６条第２項に規定する証票は、立入検査等をする職員の携帯する身分

を示す証明書（様式第１２号）によるものとする。 

（命令、勧告及び指導） 

第１２条 条例第１７条の規定による指導は、指導書（様式第１３号）によるものとする。 

２ 条例第１８条の規定による勧告は、勧告書（様式第１４号）によるものとする。 

３ 条例第１９条の規定による命令は、命令書（様式第１５号）によるものとする。 

（その他） 

第１３条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この規則は、令和６年５月１日から施行する。 

  


